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平成２６年度決算に基づく健全化判断比率等について 

 

 

「地方公共団体財政健全化法」に基づく、平塚市の財政指標（健全化判断比率）と公営企

業の資金不足比率を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 健全化判断比率等は、平塚市の現在の財政状況が健全な範囲にあることを示しています。

しかし、少子高齢化の進展に伴う扶助費、医療費や介護給付費等に係る特別会計への繰出

金などの社会保障関係費の増加、公共施設等の長寿命化への対応など、今後も歳出は増加

が見込まれます。そのため、他の財政指標の推移に注意しながら財政運営を行う必要があ

ります。 

○ 平成 26 年度決算に基づき「健全化判断比率」を算定したところ、下表のとおり、 

いずれの指数についても早期健全化基準を下回っています。 

平 成 ２ ６ 年 度 平 成 ２ ５ 年 度 
早 期 健 全 化

 基 準
財 政 再 生

 基 準

―
(赤字はありません)

―
(赤字はありません)

１１．２９％ ２０．００％

―
(赤字はありません)

―
(赤字はありません)

１６．２９％ ３０．００％

２．３％ ２．３％ ２５．００％ ３５．００％

０．５％
―

(算定されません)
３５０．００％

平 成 ２ ６ 年 度

比　率　区　分

 実 質 赤 字 比 率 

 連 結 実 質 赤 字 比 率 

 実 質 公 債 費 比 率 

 将 来 負 担 比 率 

健 全 化 判 断 比 率 

 

 

○ 各公営企業における「資金不足比率」については、平成 26年度決算において 

資金不足を生じた公営企業はありません。 

平 成 ２ ６ 年 度 平 成 ２ ５ 年 度 

―
(資金不足はありません)

―
(資金不足はありません)

２０．００％

―
(資金不足はありません)

―
(資金不足はありません)

２０．００％

―
(資金不足はありません)

―
(資金不足はありません)

２０．００％

―
(資金不足はありません)

―
(資金不足はありません)

２０．００％

 資 金 不 足 比 率 
経 営 健 全 化

 基 準

 下 水 道 事 業
 特 別 会 計

公 営 企 業 会 計 名

 病 院 事 業 会 計 

 水 産 物 地 方 卸 売 市 場
 事 業 特 別 会 計

 農 業 集 落 排 水 事 業
 特 別 会 計
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＊ 早期健全化基準とは 

   健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合には、「早期健全化段階」と

なり、「財政健全化計画」を定めなければなりません。 

   「財政健全化計画」は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大

臣等に報告するほか、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表することが義務付け

られています。   

 

＊ 財政再生基準とは 

   健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、

「財政再生計画」を定めなければなりません。 

「財政再生計画」は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣

に報告するほか、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表することが義務付けられ

ています。 

なお、「財政再生計画」について、総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害

復旧事業等を除き、地方債の起債ができません。 

 

＊ 経営健全化基準（公営企業会計のみ適用）とは 

   資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、「経営健全化計画」を定めなければ

なりません。 

「経営健全化計画」は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大

臣等に報告するほか、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表することが義務付け

られています。   
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１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率 

  実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率であり、

連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字又は資金の不足額の標準財政規模（国

の基準により算定する本市の標準的な一般財源の規模）に対する比率です。本市において

は、一般会計等においても全会計においても次のとおり実質赤字又は資金の不足額が生じ

ておりませんので、実質赤字比率、連結実質赤字比率ともに該当はありません。 

 増 減 額 
 平 成 ２ ６ 年 度  平 成 ２ ５ 年 度 （２６－２５）

47,791,511 48,160,096 △ 368,585

△ 7.72 △ 7.69

 実 質 収 支 額 
会  計  名

一
般
会
計
等

 標 準 財 政 規 模 

 実 質 赤 字 比 率 （ ％ ） 

 一 般 会 計 3,693,086 3,705,650 △ 12,564

 

※ 実質赤字比率は、赤字がないため、黒字の比率を負の数で表示しています。 

 

 増 減 額 

 平 成 ２ ６ 年 度  平 成 ２ ５ 年 度 （２６－２５）

 競 輪 事 業 特 別 会 計 249,769 291,524 △ 41,755

 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 600,513 758,117 △ 157,604

 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 394,616 325,806 68,810

 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 161,958 345,326 △ 183,368

 《 公 営 企 業 会 計 》 

 病 院 事 業 会 計 1,672,684 645,281 1,027,403

 水 産 物 地 方 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 1,347 831 516

 下 水 道 事 業 特 別 会 計 245,003 177,321 67,682

 農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 24,723 26,341 △ 1,618

7,043,699 6,276,197 767,502

47,791,511 48,160,096 △ 368,585

△ 14.73 △ 13.03

 標 準 財 政 規 模 （ 再 掲 ） 

 連 結 実 質 赤 字 比 率 （ ％ ） 

一
般
会
計
等
以
外
の
会
計

会　計　名

実 質 収 支 額 又 は
資 金 不 足  ・ 剰 余 額

 合 計 

 

※ 連結実質赤字比率は、赤字がないため、黒字の比率を負の数で表示しています。 
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２ 実質公債費比率 

  実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率の

３か年平均です。平成 26年度は 2.3％となり、早期健全化基準の 25％を下回っています。

３か年平均の対前年度比較では同率となりましたが、平成 26 年度単年度では、一般会計

等に係る元利償還金の増加はあるものの、控除項目である基準財政需要額に算入された元

利償還金の増加や、標準財政規模の減少などにより 0.2 ポイント減少しています。 

 

実質公債費比率＝ 

Ａ－（Ｂ＋Ｃ） 

Ｄ－Ｃ 

 

（単位：千円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

地 方 債 元 利
償 還 金 等

特 定 財 源
元利償還金等に係る

基準財政需要額算入額
標 準 財 政

規 模
単 年 度

３ か 年
平 均

（平成２５年度）

３ か 年
平 均

（平成２６年度）

23 9,572,921 2,697,157 5,955,470 47,404,898 2.2

24 9,478,458 2,625,882 5,956,701 47,523,359 2.1

25 9,709,314 2,593,763 6,032,324 48,160,096 2.6

26 9,885,095 2,709,954 6,189,598 47,791,511 2.4

実質公債費比率（％）

2.3

2.3

年 度

 

Ａ：一般会計等に係る公債費・公営企業債充当繰入金・公債費に準ずる債務負担行為・一時借入金の利子 

Ｂ：地方債償還額に充当した都市計画税・市営住宅使用料・貸付金返還金 

 

３ 将来負担比率 

  将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

率です。平成 26年度は、平成 21年度以来 5 年ぶりに充当可能財源等が将来負担額を下回

ったことから比率は 0.5％となりました。比率を算定する要素のうち、将来負担額につい

ては、地方債現在高の増加はあるものの、退職手当支給見込額の減少や下水道事業の償還

が進んだことによる公営企業債等繰入見込額の減少などにより、前年度よりも減少しまし

た。また、充当可能財源等についても、新庁舎建設に伴う財政調整基金や庁舎建設基金の

取崩しなどにより、前年度よりも減少しています。 

 

将来負担比率＝ 

Ａ－Ｂ 

Ｃ－Ｄ 
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（単位：千円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

将 来 負 担 額
充 当 可 能
財 源 等

標準財政規模
基準財政需要額

算入公債費等の額

26 104,456,801 104,208,620 47,791,511 6,189,598 0.5

25 105,551,798 107,725,476 48,160,096 6,032,324 △ 5.1

増減額
（26－25）

△ 1,094,997 △ 3,516,856 △ 368,585 157,274

年 度
将来負担比率

（％）

 

※ 平成 25 年度の将来負担比率は、算定されないため、財源超過の比率を負の数で表示しています。 

Ａ：一般会計等地方債現在高・債務負担行為支出予定額・公営企業債等繰入見込額・退職手当負担見込額 

設立法人の負債額等負担見込額 

Ｂ：充当可能基金・都市計画税・国庫支出金・市営住宅使用料・貸付金返還金・基準財政需要額算入見込額 

 

４ 資金不足比率 

  資金不足比率は、各公営企業の事業の規模に対する資金不足額の比率です。本市の公営

企業においては、資金の不足額が生じておりませんので該当ありません。 

   

資金不足比率＝      

Ａ 

Ｂ 

 

（単位：千円）

病院事業会計
水産物地方卸売

市場事業特別会計
下水道事業
特別会計

農業集落排水
事業特別会計

 Ａ 資 金 不 足 額 △ 1,672,684 △ 1,347 △ 245,003 △ 24,723

 Ｂ 事 業 規 模 9,961,353 5,733 5,492,516 21,568

 資金不足比率（％） △ 16.8 △ 23.5 △ 4.5 △ 114.6

区　分

平
成
　
年
度

26

 

※ Ａ資金不足額がないため、資金剰余額を負の数で表示しています。また、資金不足比率は、資金

不足がないため、資金剰余の比率を負の数で表示しています。 

〈Ａ 資金不足額〉 

病院事業会計では、流動負債から流動資産、貸倒引当金及び控除企業債等（企業債及び他会計か

らの長期借入金で建設改良等に充てるための額）、控除引当金等を差し引いた額です。その他の３

つの事業会計では、歳出額から歳入額（翌年度に繰越すべき財源を控除）を差し引いた額です。 

〈Ｂ 事業規模〉 

  病院事業会計では、医業収益の額です。その他の３つの事業会計では、市場使用料や下水道使用

料などの営業収益から受託工事収益を差し引いた額です。 



 - 6 - 

健全化判断比率等の対象範囲

病院事業

水産物地方卸売市場事業

下水道事業

農業集落排水事業

神奈川県後期高齢者医療広域連合

金目川水害予防組合

平塚市土地開発公社

（株）神奈川食肉センター

一
般
会
計
等

一般会計

特

別

会

計

競輪事業

公

営

事

業

会

計

国民健康保険事業

地方公社・
第三セク
ター等

介護保険事業

後期高齢者医療事業

公
営
企
業
会
計

資
金
不
足
比
率

一　　部
事務組合

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

 


